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■働き方改革関連法によって建設業が受ける影響

罰則付きの時間外労働の上限規制が適用されると、
従業員が残業できる時間が減るため、
人手不足問題や工事の滞りなどが、より深刻になることが予想されますので、
2024年に備え、人手不足や⾧時間労働問題を是正する必要性が生じています。

■建設業に働き方改革が必要な理由

建設業の新卒就職者は約35000人~40000人 平成7年 8万人弱

高卒者の３年離職者は47.7％（H26年）
就職後1年目離職者12.8％
大工就業者数約30万人弱 過去20年で半減 過去40年で3分の１
３K（きつい、きたない、危険）イメージが強い

労働時間の削減・所定休日の増加、週休２日制導入など対策が求められている。
過重労働対策は若年労働者・女性労働者の入職や定着の確保と職場の安全対策。



労働時間の考え方（図）

沖縄労働局 建設の事業における時間外労働の上限規制について より



労働時間の考え方で問題になりやすいケース①（図）
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厚生労働省HPより
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労働時間の考え方で問題になりやすいケース②（図）
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■業務の閑散等に応じて変形労働時間制を導入することが可能です

出典：厚生労働省 時間外労働の上限規制お悩み解決ハンドブック



■建設事業の時間外労働の上限規制（災害時における復旧及び復興の事業）

● 建設事業の時間外労働の上限規制は労基法第139条に定める災害時にお
ける復旧及び復興の事業を行う場合は一部例外が認められます。

例外が認められるのは特別条項のうち、
☞ 時間外労働と休日労働の合計：月100時間未満
☞ 時間外労働と休日労働の合計の複数月（2～6か月）
平均：いずれも1か月当たり平均80時間以内
の規定です。

つまり、
☞ 時間外労働：年720時間以内
☞ 時間外労働が月45時間を超える月：年6か月が限度
については、災害時における復旧及び復興の事業でも
適用され、遵守する必要があります。
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■建設事業の3 6協定の様式について（表）

３
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■法定帳簿法定帳簿に関してよくある指導事項



■建設事業の3 6協定の上限規制超えの罰則について

● 建設事業の事業者が時間外労働の上限規制を守らない場合、
罰則が科せられることもあります。

● 時間外労働の上限規制を遵守せずに違法な時間外労働をさせ
た場合、6ヵ月以下の懲役もしくは30万円以下の罰金が科せられ
ることが規定されています。

● 上記に加え、時間外労働の上限規制を大幅に超えて時間外労
働・休日労働を行わせるような悪質なケースにおいては、厚生労
働省が企業名を公表することもあります。
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厚生労働省「業務改善助成金リーフレット」



• 雇用関係助成金検索ツール｜厚生労働省 (mhlw.go.jp)

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/index_00007.html



出典「建設業における働き方改革推進のための 事例集」

令和 5 年５月

国土交通省不動産・建設経済局建設業課

https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/content/001612258.pdf


